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天草市住宅リフォーム助成事業実施要領 

（目的） 

第１条 この要領は、自己の居住する住宅をリフォームする者に対して、要した経費の一部に

対する助成金を天草市地域活性化商品券交付事業実施要領に定める商品券（以下「商品券」

という。）にて交付し、地域経済の活性化に寄与することを目的とする天草市住宅リフォー

ム助成事業（以下「事業」という。）に関し、天草市補助金等交付規則（平成１８年天草市

規則第４８号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 ⑴ 対象住宅 自己又は自己と生計を一にする親族が市内に所有し、かつ、自己の居住の用

に供している専用住宅、店舗等併用住宅又は分譲マンションなどの居住専有部分をいう（リ

フォーム完了後１年以内に自己の居住の用に供する予定の住宅を含む。）。ただし、賃貸

借契約が存する住宅は対象外とする。 

⑵ リフォーム 対象住宅の機能や性能を維持及び向上させるために行う修繕、補修、増改

築などの工事（店舗等併用住宅においては、外壁や屋根などの全体補修を含む。）をいう。 

⑶ 施工業者 天草市内に本社、支店、営業所等を有する法人又は個人事業者であって、施

工体制が市内において整っているものをいう。 

（対象者） 

第３条 この事業による助成を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、対象住

宅に居住する（リフォーム完了後１年以内に居住予定の者を含む。）リフォームの依頼主で

あって、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 本市に住所を有する者又は住所を有することが確実と認められる者。 

⑵ 世帯全員に市税等の滞納がないこと。 

⑶ 当該リフォームについて、他制度による補助金等を受けていないこと。 

⑷ 過去にこの事業による助成を受けていない者。 

⑸ 対象住宅を賃貸の目的で利用しないこと。 

⑹ 前条第３号に定める施工業者にリフォームを依頼する者。 

（対象工事の要件） 

第４条 助成対象となるリフォーム（以下「対象工事」という。）の要件は、次の各号のいず

れにも該当する工事であって、当該工事に要する経費（消費税及び地方消費税を除く。）が
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１０万円以上のものとする。 

⑴ 対象者が施工業者に依頼して行う別表に定める工事であること。（対象者が施工業者の

場合も可。） 

⑵ 申請のあった日より２か月以内に着工し、かつ、第１２条に定める期限内に完了報告で

きる工事であること。 

  ただし、やむを得ない理由で着工日を延期する場合はその限りではない。 

２ 前項の規定にかかわらず、この事業による助成は、同一住宅につき１回限りとする。 

ただし、事業助成を受けた者と親族関係にない者が当該住宅を所有することとなった場合

はこの限りではない。 

（助成する商品券） 

第５条 助成する商品券の額は、予算の範囲内で前条の経費の２割に相当する額（その額が２

０万円を超えるときは２０万円とする。）とする。この場合において、１，０００円未満の

端数が生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

２ 助成する商品券は地域限定券と共通券とし、前項に定める額において、同数ずつ交付する。

ただし、当該額に係る地域限定券と共通券の交付枚数の合計が奇数となる場合は、地域限定

券を１枚多く交付することとする。 

３ 地域限定券の対象地域は、対象住宅の所在地によって区分する。 

（申請） 

第６条 この事業による助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、天草市住宅

リフォーム助成事業申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなけ

ればならない。 

⑴ 対象工事費用の見積書（要明細）の写し 

⑵ 対象工事に関する図面（位置図、間取り図） 

⑶ 住宅の外観写真及び対象工事を行う箇所の写真 

⑷ 住所及び市税等の納付状況並びに固定資産課税台帳記載事項の確認行為に関する同意書 

⑸ 天草市住宅リフォーム助成事業申請に係る申請者・施工業者の確認・宣誓書 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（助成の決定） 

第７条 市長は、前条の申請があった場合は、内容を審査し、助成することを決定したときは

天草市住宅リフォーム助成事業交付決定通知書（以下「交付決定通知書」という。）（様式

第２号）により、助成しないことを決定したときは天草市住宅リフォーム助成事業不交付決
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定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

（計画の変更等） 

第８条 前条の規定による助成の決定を受けた者（以下「助成決定者」という。）は、対象工

事総額（税抜）が１００万円以下の場合で、工事の内容を増額変更しようとする場合は、速

やかに天草市住宅リフォーム助成事業変更申請書（様式第４号）に、変更後に係る第６条第

１号から第３号までに掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の変更申請書を受理した場合は、内容を審査し、適当と認めたときは、天草

市住宅リフォーム助成事業変更交付決定通知書（様式第５号）により申請者に通知するもの

とする。 

（工事の着手） 

第９条 申請者は、第７条の規定による助成の決定の通知又は前条の規定による変更決定の通

知を受けた後でなければ、対象工事に着手してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急等の事由により、助成の決定前に事業を実施することを希

望する場合にあっては、天草市住宅リフォーム助成事業交付決定前着手届出書（様式第６号）

を市長に提出しなければならない。 

（実地調査及び指導等） 

第１０条 市長は、必要があると認めるときは対象工事が適正になされているか、助成決定者

又は施工業者に状況報告を求め、実地調査を行う。 

２ 市長は、前項の調査等の結果により、当該工事が適正に行われていないと認めるときは、

当該工事について助成決定者に指導を行うものとする。 

（助成事業の取下げ） 

第１１条 助成決定者は、第７条の規定による助成の決定があった対象工事を取下げようとす

る場合は、速やかに天草市住宅リフォーム助成事業取下届（様式第７号）を市長に提出しな

ければならない。 

（完了報告） 

第１２条 助成決定者は、対象工事が完了したときは、天草市住宅リフォーム助成事業完了報

告書（様式第８号）に、次に掲げる書類を添付して、当該工事の完了の日から起算して３０

日以内又は助成金の交付決定があった日の属する年度の３月１５日（その日が休日に当たる

ときは、その前日における休日でない日）のいずれか早い日までに市長に提出しなければな

らない。 

⑴ 対象工事の請求書（要 明細）及び領収書の写し 
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⑵ リフォーム箇所ごとの工事施工中及び施工後の写真 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要とする書類 

（助成額の確定） 

第１３条 市長は、前条の規定による完了報告書を受理した場合において、当該完了報告書等

を審査し、適正と認めたときは、助成決定者に天草市住宅リフォーム助成事業交付確定通知

書（以下「交付確定通知書」という。）（様式第９号）により通知するものとする。 

（助成金の請求） 

第１４条 助成決定者は、前条の規定による交付確定通知書を受理した日から３０日以内（そ

の日が休日に当たるときは、その前日における休日でない日）に、確定通知書を提示し、天

草市住宅リフォーム助成事業助成金請求書（以下「請求書」という。）（様式第１０号）と

身分が確認出来るものの写しを市長に提出しなければならない。ただし、代理人により請求

を行う場合は、委任状と代理人の身分が確認出来るものの写しを併せて提出しなければなら

ない。なお、商品券を電子で受領することを希望する者は、スマートフォンアプリを登録す

ることにより、請求書及び身分が確認できるものの写しの提出に代えることができる。 

（助成金の交付） 

第１５条 市長は、前条の請求書を受理したときは、内容を確認し、助成金を交付しなければ

ならない。 

（取消し） 

第１６条 市長は、第７条の規定による助成の決定又は第１３条の規定による助成の確定を受

けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、当該決定又は当該確定を取り消すものと

する。 

⑴ 第１０条第２項に規定する指導に従わなかったとき。 

⑵ 助成金の交付決定通知書又は交付確定通知書に付した条件又はこの要領に違反したとき。 

⑶ 虚偽その他不正の手段により、助成金の交付を受けたとき。 

⑷ その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

（助成金の返還） 

第１７条 市長が、前条の規定により、交付決定通知及び交付確定通知を取り消したときは、

助成決定者は、既に交付を受けた助成金（既に商品券を使用している場合は、その商品券の

代金に相当する額）について、指定された期限内に返還しなければならない。 

（業務の委託） 

第１８条 市長は、事業の全部もしくは一部を委託することができる。 
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   附 則 

 この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 


